









































及びその制約、戦場運用システム（Battlefield Operating System, BOS）、


































































































































































































































































































































































































































































































































































































ト上の本文では、CJCSI3121.01A, 15 January 2000が掲載されてい
たが、書籍の2006年版では、それが削除され、CJCSI 3121.01B, 







（SROE, standing rules of engagement）に関する指針を提供し、標準武力行
使規則（SRUF, standing rules for the use of force）を確立すること。この訓
令に含まれる武力行使の指針は、国防総省指令5210.56に含まれたものに
取って代わる。
　２．取消し　CJCSI 3121.01A, 2000年１月15日付、CJCSI 3121.02, 2000






























































































































































　Ａ─ 米軍用 SROE　付属書 A：自衛の政策と手続き
































































































































































































































































































































































































































































　　　－英語で「NATO! STOP OR I WIL FIRE！（北大西洋条約機構
だ！　止まれ、そうでないと撃つぞ！）」
　　　－又はセルボ・クロアチア語で「NATO! STANI ILI PUCAM!」
　　　－（「NATO! STANI ILI PUCAM!」と発音して）






























































































































































３． 武力拡張措置（Escalation of Force Measures, EOF）　時と事態が
許せば、武力拡張措置は、有志連合軍が敵対的行為 /意図が特定
の事態において存在するか否かを決定するのを支援する。諸君が
敵対的行為又は殺害若しくは深刻な身体的負傷の脅威を与える敵
対的意図の誇示に直面した場合に、諸君は、武力拡張措置を通じ
て手続きをすることなく、致死性武力を使用することができる。
４． 警告射撃　一般的に、有志連合軍は致死性武力が認可される事態
及び武力拡張事態においてしか、警告射撃を使用できない。
５． 致死性武力を含めて、武力行使は以下の者を防護するために認可
されている。（1）諸君自身、その部隊その他友軍、（2）被抑留
者、（3）殺人やレイプといった殺害又は深刻な身体的危害を引き
起こしそうな犯罪から文民、（4）当該行動が秩序及び安全の回復
に必要である場合に、現地指揮官（On-Scene Commander, OSC）
によって指定された者又は財産。
６． 諸君は、次の者であるという合理的な信念に基づいて、文民を
（790）
128
　　拘留することができる。（1）有志連合軍の任務完遂を妨害する
者、（2）尋問、逮捕又は拘留のために指名手配となっている者
のリストに挙げられている者、（3）犯罪活動を行っているか又
は行った者、（4）安全上の強制的理由により拘留されなければ
ならない者。諸君が拘留する如何なる者も保護されなければな
らない。諸君は、拘留するすべての者についての被抑留者評価
カードを書き込まなければならない。
MNC-I ROE カード
武力紛争法原則
　a． 武力行使　武力行使は、武力紛争法に従うために必要で均衡し
ている。
　b． 正当な軍事目標にしか攻撃してはならない。すべての要員は、
交戦する前に、非戦闘員及び文民の組織が適切な軍事標的から
区別されるよう確保しなければならない。
　c． 付随的な損害を最小限にせよ。軍事作戦は、可能な限り、偶発
的な負傷、殺害及び付随的な損害を最小限にする。
　d． 投降し、又は疾病若しくは負傷のために戦闘外にある者を標的
とし攻撃してはならない。
　e． 病院、モスク、教会、神社、学校、博物館、国家記念碑他の歴
史的・文化的敷地、文民周密の地域又は建物を敵が軍事目的に
使用しない限り、又は自己の自衛に必要でない限り、それらを
標的とし攻撃してはならない。
　f． 自衛のために必要でなければ、若しくは諸君の指揮官が命令し
なければ、イラクの下部構造（発電所、商業通信施設、ダム）、
通信線（道路、高速道、トンネル、橋、鉄道及び経済目標）、そ
して経済目標（商業貯蔵施設、パイプライン）を狙って攻撃し
てはならない。もし諸君がこれらの目標に発砲しなければなら
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ない場合には、破壊するよりも無力化し、混乱させよ。
6． 尊重と威厳をもってすべての文民及びその財産を取扱え。文民の
財産が安全上の脅威とならなければ、車両を含むそれらを没収し
てはならない。可能ならば、財産の所有者に受取書を付与せよ。
　　・ MNC-I 一般命令第１号は、有効である。戦利品を獲得するこ
とは、禁止されている。
　　・ すべての要員は、米軍、友軍又は敵軍が行った戦争法の違反容
疑の行為を報告しなければならない。諸君の指揮系統、法務
官、監察官、従軍牧師又は適切な軍主関連調査部門（例えば、
犯罪捜査隊 CID、国家犯罪情報センター NCIS）に通知せよ。
これらの ROEは、2007年５月27日現在有効である。
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